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(57)【要約】
【課題】慣性計測装置を用いて実現され既存の携帯型機
器と統合する目的を達成する人間の移動行動の識別方法
およびシステムを提供する。
【解決手段】人間の移動行動を識別するための慣性計測
装置の連続計測値を取得する（ステップ２０１）。もし
これら連続計測値が特定の人間の移動行動特徴に符合し
ているときには（ステップ２０３においてＹＥＳ）、こ
れら連続計測値を分割して、少なくとも一つの人間の移
動行動特徴波形を生成する（ステップ２０４）。少なく
とも一つの人間の移動行動特徴波形を離散化して、少な
くとも一つの人間の移動行動離算数列を生成する（ステ
ップ２０５）。少なくとも一つの人間の移動行動離散数
列と参考人間の移動行動離散数列とを比較して、慣性計
測装置が対応する人間の移動行動を確定する（ステップ
２０６）。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　人間の移動行動を識別するための慣性計測装置の連続計測値を取得するステップと、
　もしこれら連続計測値が特定の人間の移動行動特徴に符合しているときには、これら連
続計測値を分割して、少なくとも一つの人間の移動行動特徴波形を生成するステップと、
　前記少なくとも一つの人間の移動行動特徴波形を離散化して、少なくとも一つの人間の
移動行動離算数列を生成するステップと、
　前記少なくとも一つの人間の移動行動離散数列と参考人間の移動行動離散数列とを比較
して、前記慣性計測装置が対応する人間の移動行動を確定するステップと、
を含む人間の移動行動の識別方法。
【請求項２】
　これら連続計測値をフィルタリングしてそのノイズ成分を低減するステップ、をさらに
含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項３】
　これら連続計測値を分割する前記ステップが、
　もしこれら連続計測値のうちの三軸加速度値が上凹－水平線－下凹の波形を持つ場合、
または下凹－水平線－上凹の波形を持つ場合に、これら連続計測値がエレベータに乗る行
動特徴に符合すると判断するサブステップと、
　これら連続計測値を分割して、各人間の移動行動特徴波形に上凹－水平線－下凹の波形
または下凹－水平線－上凹の波形を含ませるサブステップと、
をさらに含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　これら連続計測値を分割する前記ステップが、
　もしこれら連続計測値のうちの角度値が周期的に閾値を超える場合、これら連続計測値
はエレベータ昇降の行動特徴に符合していると判断するサブステップと、
　これら連続計測値を分割して、人間の移動行動特徴波形の両端を極大値とするサブステ
ップと、
を含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　離散化して、人間の移動行動離算数列を生成する前記ステップが、
　分割後の連続計測値にて、人間の移動行動特徴波形をサンプリングして、その人間の移
動行動離散数列を生成するサブステップを含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項６】
　離散化して、人間の移動行動離算数列を生成する前記ステップが、
　人間の移動行動特徴波形の最大値および最小値を、その人間の移動行動離散数列の最大
値および最小値とするとともに、これによって前記人間の移動行動離散数列の数値を複数
のセグメントに区分けするサブステップと、
　これら複数のセグメントに基づいて前記人間の移動行動特徴波形を離散化するとともに
、前記離散化された人間の移動行動特徴波形数値の変更時に、前記人間の移動行動離散数
列として記録するサブステップと、
を含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項７】
　離散化して、人間の移動行動離算数列を生成する前記ステップが、
　人間の移動行動特徴波形の最大値および最小値を、その人間の移動行動離散数列の最大
値および最小値とするとともに、これによって前記人間の移動行動離散数列の数値を複数
のセグメントに区分けするサブステップと、
　これらセグメントに基づいて人間の移動行動特徴波形を離散化するとともに、前記離散
化された人間の移動行動特徴波形数値の変更時または固定値を一定時間維持するとき、前
記人間の移動行動離散数列として記録するサブステップと、
を含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
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【請求項８】
　人間の移動行動離散数列と参考人間の移動行動離散数列とを比較する前記ステップが、
前記人間の移動行動離散数列と前記参考人間の移動行動離散数列の各点の差値を合算する
とともに、これに基づいて前記慣性計測装置が対応する人間の移動行動を確定するもので
あることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項９】
　人間の移動行動離散数列と参考人間の移動行動離散数列とを比較する前記ステップが、
前記人間の移動行動離散数列を移動させて前記参考人間の移動行動離散数列に揃えるとと
もに、内挿法で前記人間の移動行動離散数列を補間して前記参考人間の移動行動離散数列
の長さと一致させるものであることを特徴とする請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　人間の移動行動離散数列と参考人間の移動行動離散数列とを比較する前記ステップが、
前記人間の移動行動離散数列と前記参考人間の移動行動離散数列の最長同一サブシーケン
スが占める比率に基づいて、前記慣性計測装置が対応する人間の移動行動を確定するもの
であることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項１１】
　人間の移動行動離散数列と参考人間の移動行動離散数列とを比較する前記ステップが、
前記人間の移動行動離散数列と前記参考人間の移動行動離散数列の最長同一サブストリン
グの長さに基づいて、前記慣性計測装置が対応する人間の移動行動を確定するものである
ことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項１２】
　前記慣性計測装置の連続計測値が三軸加速度値、三軸オイラー角および三軸角度加速度
値のうちの一つまたはその組合せであることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項１３】
　前記慣性計測装置が加速度器、電子コンパスおよび角度加速度器のうちの一つまたはそ
の組合せであることを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項１４】
　前記参考人間の移動行動離散数列がエレベータに乗る行動の離散数列および階段を昇降
する行動の離散数列を含むことを特徴とする請求項１に記載の方法。
【請求項１５】
　人間の移動行動の連続計測値を出力するように設けられている慣性計測装置と、
　これら連続計測値を分割して、少なくとも一つの人間の移動行動特徴波形を生成すると
ともに、前記少なくとも一つの人間の移動行動特徴波形を離散化して、少なくとも一つの
人間の移動行動離散数列を生成するように設けられている特徴取得装置と、
　前記少なくとも一つの人間の移動行動離散数列と参考人間の移動行動離散数列とを比較
して、前記人間の移動行動を確定するように設けられている特徴識別装置と、
を備える人間の移動行動の識別システム。
【請求項１６】
　前記特徴取得装置が、これら連続計測値がエレベータに乗る行動特徴または階段を昇降
する行動特徴に符合するとき、前記分割の演算を行うことを特徴とする請求項１５に記載
のシステム。
【請求項１７】
　前記特徴識別装置が、サンプル比較識別法で、前記少なくとも一つの人間の移動行動離
散数列と参考人間の移動行動離散数列とを比較するものであって、このうち前記サンプル
比較識別法は前記人間の移動行動離散数列と前記参考人間の移動行動離散数列の各点の差
値を合算するとともに、これに基づいて前記人間の移動行動を確定することを特徴とする
請求項１５に記載のシステム。
【請求項１８】
　前記特徴識別装置が、最長同一サブシーケンス識別法で、前記少なくとも一つの人間の
移動行動離散数列と参考人間の移動行動離散数列とを比較するものであり、このうち前記
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最長同一サブシーケンス識別法は、前記人間の移動行動離散数列と前記参考人間の移動行
動離散数列の最長同一サブシーケンスが占める比率に基づいて、前記人間の移動行動を確
定することを特徴とする請求項１５に記載のシステム。
【請求項１９】
　前記特徴識別装置が、最長同一サブストリング識別法で、前記少なくとも一つの人間の
移動行動離散数列と参考人間の移動行動離散数列とを比較するものであり、このうち前記
最長同一サブストリング識別法は、前記人間の移動行動離散数列と前記参考人間の移動行
動離散数列の最長同一サブストリングの長さに基づいて、前記人間の移動行動を確定する
ことを特徴とする請求項１５に記載のシステム。
【請求項２０】
　前記参考人間の移動行動離散数列がエレベータに乗る行動の離散数列および階段を昇降
する行動の離散数列を含むことを特徴とする請求項１５に記載のシステム。
【請求項２１】
　前記慣性計測装置が出力する連続計測値が三軸加速度値、三軸オイラー角および三軸角
度加速度値のうちの一つまたはその組合せであることを特徴とする請求項１５に記載のシ
ステム。
【請求項２２】
　前記慣性計測装置が加速度器、電子コンパスおよび角度加速度器のうちの一つまたはそ
の組合せであることを特徴とする請求項１５に記載のシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は人間の行動の識別方法およびシステムに関し、特に慣性計測装置（Inertial M
easurement Unit、ＩＭＵ）を用いて実現される人間の移動行動の識別方法およびシステ
ムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、公知されている測位システムには衛星を利用した全地球測位システム（Global P
ositioning System、ＧＰＳ）がある。ＧＰＳシステムは自動車または携帯型機器に広く
応用されている。しかしながら、ＧＰＳシステムは衛星信号の受信に頼らなければならな
いことから、屋外での使用に比較的適している。屋内で使用する場合には、ＧＰＳシステ
ムは信号受信が思わしくなくなる恐れがある。このことから、実用的な測位システムを如
何に発展させるかということは、産業界および学術界における主要な課題となっている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　現在、文献に見られるように、特徴比較演算法を用いた屋内測位システムは確かに納得
のいく測位効果を提供できるものの、なおも数メートルの誤差がある。なぜなら無線信号
が不安定であることから、得られた測位結果において、ドリフト現象が発生することが多
い。そして屋内測位の環境は多層建築物であることが多い。したがって、平面のドリフト
現象に比べて、階層間のドリフトでは極めて大きな誤差を引き起こす。この現象は測位結
果に対して極度のマイナスの影響が生じてしまう。よって、もし使用者が現在いる階層を
知り得えれば、しかも使用者に特定の人間の移動行動（例えばエレベータに乗るか、また
は階段を昇降する）が発生したときにのみ更新すればよい。これにより、測位結果をある
階層に限定させるとともに、階層のドリフト現象を最少にまで減らして、測位システムの
精度を向上させることができる。
【０００４】
　一方で、現在、慣性計測装置を搭載した携帯型機器はますます普遍的になってきている
ことから、もしこれら慣性計測装置を用いて人間の移動行動を検知できれば、人間の移動
行動を検知するのに余計なコストをかける必要はなくなる。よって、産業界で求められて
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いるのは、慣性計測装置を用いて実現され既存の携帯型機器と統合する目的を達成する人
間の移動行動の識別方法およびシステムである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明では人間の移動行動の識別方法の実施例を開示しており、以下のステップを含ん
でいる。人間の移動行動を識別するための慣性計測装置の連続計測値を取得する。もしこ
れら連続計測値が特定の人間の移動行動特徴に符合しているときには、これら連続計測値
を分割して、少なくとも一つの人間の移動行動特徴波形を生成する。前記少なくとも一つ
の人間の移動行動特徴波形を離散化して、少なくとも一つの人間の移動行動離算数列を生
成する。前記少なくとも一つの人間の移動行動離散数列と参考人間の移動行動離散数列と
を比較して、前記慣性計測装置が対応する人間の移動行動を確定する。
【０００６】
　本発明では、慣性計測装置と、特徴取得装置と、特徴識別装置とを備えている人間の移
動行動の識別システムの実施例を開示している。前記慣性計測装置は、人間の移動行動の
連続計測値を出力するように設けられている。前記特徴取得装置は、これら連続計測値を
分割して、少なくとも一つの人間の移動行動特徴波形を生成するとともに、前記少なくと
も一つの人間の移動行動特徴波形を離散化して少なくとも一つの人間の移動行動離散数列
を生成するように設けられている。前記特徴識別装置は、前記少なくとも一つの人間の移
動行動離散数列と参考人間の移動行動離散数列とを比較して、前記人間の移動行動を確定
するように設けられている。
【０００７】
　上記は本発明の実施例を概略的に説明するものであり、下記の詳細な説明によって更に
よく理解できるようになる。本発明の特許請求の範囲の標的を構成するその他の技術的特
徴は以下に説明する。本発明の属する技術分野の当業者であれば、下記に開示する概念お
よび実施例を基礎として、修正またはその他の構造または製造工程を設計して、本発明と
同じ目的をいとも容易く実現できることを理解するはずである。本発明の属する技術分野
の当業者であれば、これら等価の構造は別紙の特許請求の範囲で提示される本発明の技術
的思想および範囲を逸脱しないことを理解するはずである。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の人間の移動行動の識別方法およびシステムは、これら慣性計測装置を用いて人
間の移動行動を検知するものである。本発明の取得、分割および比較などの動作を通じて
、使用者の現時点の人間行動を判断することができる。現在、各携帯型機器に広く使用さ
れている慣性計測装置と組み合わせることで、既存の携帯型機器と統合する目的を簡単に
達成することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００９】
【図１】本発明の実施例における人間の移動行動の識別システムの概略図
【図２】本発明の実施例における人間の移動行動の識別方法のフローチャート
【図３】本発明の実施例における使用者がエレベータに乗る人間の移動行動のときにおい
て、慣性計測装置が出力する連続計測値を示すグラフ
【図４】本発明の実施例における使用者が階段を昇降する人間の移動行動のときにおいて
、慣性計測装置が出力する連続計測値を示すグラフ
【図５】本発明の実施例における人間の移動行動特徴波形およびその人間の移動行動離散
数列を示す図
【図６】本発明の他の実施例における人間の移動行動特徴波形およびその人間の移動行動
離散数列を示す図
【図７】本発明のさらに他の実施例における人間の移動行動特徴波形およびその人間の移
動行動離散数列を示す図
【発明を実施するための形態】
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【００１０】
　本発明がここで検討する方向は人間の移動行動の識別方法およびシステムである。本発
明が完全に理解できるようにするため、下記において詳細を尽くしたステップおよび構成
を開示する。明らかなことは、本発明の実施は本発明の技術分野の当業者が熟知する特殊
な詳細部分に限定されるものではない。また、公知されている構成またはステップは、本
発明への不必要な限定を避けるために、詳細部分に記述しない。本発明の若干の実施例は
以下のとおり詳細に記述するが、これら詳述以外に、本発明はその他実施例中に広く実施
できるとともに、本発明の範囲は限定されず、これは別紙の特許請求の範囲を基準とする
ものである。
【００１１】
　本発明では人間の移動行動の識別方法およびシステムの実施例を開示する。本発明の実
施例においては、慣性計測装置を用いて、無線式検知ネットワークを歩行者が多階層で移
動するものを識別するシステムとしているが、この方法およびシステムは無線式検知ネッ
トワークで使用されるものに限定されない。このシステムでは使用者が階層を変更した人
間の移動行動を検知可能である。本発明の実施例において、このような使用者が階層を変
更した人間の移動行動にはエレベータへの搭乗および階段の昇降といった人間の移動行動
が含まれるが、決して上記二種類の行動に限定されるものではない。
【００１２】
　図１には本発明の実施例における人間の移動行動の識別システムの概略図を示す。図１
に示すように、当該システム１００は、慣性計測装置１０２と、特徴取得装置１０４と、
特徴識別装置１０６とを備えている。前記慣性計測装置１０２は、使用者１５０が携帯す
る携帯型機器１６０に設けられる。前記特徴取得装置１０４および前記特徴識別装置１０
６は、無線ネットワーク装置１７０内のコンピュータ装置により実行されるソフトウェア
により実現される。前記慣性計測装置１０２は、前記特徴取得装置１０４および前記特徴
識別装置１０６と無線伝送通信を行うことができる。前記慣性計測装置１０２は、人間の
移動行動の連続計測値、つまり前記使用者１５０の人間の移動行動の連続計測値を出力す
るように設けられている。前記特徴取得装置１０４は、これら連続計測値を分割して、少
なくとも一つの人間の移動行動特徴波形を生成するとともに、前記少なくとも一つの人間
の移動行動特徴波形を離散化して少なくとも一つの人間の移動行動離散数列を生成するよ
うに設けられている。前記特徴識別装置１０６は、前記少なくとも一つの人間の移動行動
離散数列と参考人間の移動行動離散数列とを比較して、前記人間の移動行動を確定するよ
うに設けられている。
【００１３】
　本実施例において、前記慣性計測装置１０２は加速度器、電子コンパスおよび角度加速
度器のうちの一つまたはその組合せであって、これが出力する連続計測値は三軸加速度値
、三軸オイラー角および三軸角度加速度値のうちの一つまたはその組合せである。本実施
例の人間の移動行動の識別システム１００に基づき、前記使用者１５０の現在における人
間行動がエレベータに乗っている行動であるか、または階段を昇降する行動であるかを確
定することができる。
【００１４】
　図２には本発明の実施例における人間の移動行動の識別方法のフローチャートを示す。
ステップ２０１にて、人間の移動行動を識別するための慣性計測装置の連続計測値を取得
して、ステップ２０２に進む。ステップ２０２にて、これら連続計測値をフィルタリング
してそのノイズを低減して、ステップ２０３に進む。ステップ２０３にて、これら連続計
測値が特定の人間の移動行動特徴に符合しているか否かを判断する。これら連続計測値が
特定の人間の移動行動特徴に符合しているときには、ステップ２０４に進み、符合してい
ないときにはステップ２０１に戻る。ステップ２０４にて、これら連続計測値を分割して
、少なくとも一つの人間の移動行動特徴波形を生成して、ステップ２０５に進む。ステッ
プ２０５にて、前記少なくとも一つの人間の移動行動特徴波形を離散化して、少なくとも
一つの人間の移動行動離算数列を生成して、ステップ２０６に進む。ステップ２０６にて
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、前記少なくとも一つの人間の移動行動離散数列と参考人間の移動行動離散数列とを比較
して、前記慣性計測装置が対応する人間の移動行動を確定する。
【００１５】
　以下では、図２の人間の移動行動の識別方法を図１の人間の移動行動の識別システム１
００に応用したものを例示する。ステップ２０１において、前記慣性計測装置１０２は前
記使用者１５０の人間の移動行動に基づいて連続計測値を出力するとともに、前記特徴取
得装置１０４に送信する。ステップ２０２において、前記特徴取得装置１０４はこれら連
続計測値をフィルタリングしてそのノイズを低減する。本実施例において、前記特徴取得
装置１０４はローパスフィルタを用いてこれら連続計測値をフィルタリングするものであ
って、このうち前記ローパスフィルタは下記式で表すことができる。
【００１６】
　ａ'ｉ＝α×ａｉ＋（１－α）×ａ'ｉ－１

式中、ａｉは前記ローパスフィルタ処理前の第ｉ個の要素であり、ａ'ｉは前記ローパス
フィルタ処理後の第ｉ個の要素であり、ａ'ｉ－１は前記ローパスフィルタ処理後の第（
ｉ－１）個の要素であり、そしてαは前記ローパスフィルタのろ波周波数を制御するパラ
メータである。一般的には、使用者の歩行時に発生する揺れ周波数はエレベータ移動時に
発生する揺れ周波数よりも高い。これによれば、前記ローパスフィルタにより、使用者が
エレベータ移動時に歩行の行動があったとしても、前記識別システム１００はエレベータ
の波形を検出する。
【００１７】
　ステップ２０３にて、前記特徴取得装置１０４はこれら連続計測値が特定の人間の移動
行動特徴に符合しているか否かを判断する。一般的には、もし前記使用者１５０の人間の
移動行動がエレベータに乗って上昇移動するとき、前記慣性計測装置１０２の三軸加速度
値は上凹－水平線－下凹の波形となって現れる。反対に、もし前記使用者１５０の人間の
移動行動がエレベータに乗って下降移動するとき、前記慣性計測装置１０２の三軸加速度
値は下凹－水平線－上凹の波形となって現れる。図３には、前記使用者１５０がエレベー
タに乗る人間の移動行動のときにおいて、前記慣性計測装置１０２が出力する連続計測値
を表している。これによれば、もしこれら連続計測値のうちの三軸加速度値が上凹－水平
線－下凹の波形を持つ場合、または下凹－水平線－上凹の波形を持つ場合、前記特徴取得
装置１０４はこれら連続計測値のうちの三軸加速度値がエレベータに乗る行動特徴に符合
すると判断する。本実施例において、さらに高閾値および低閾値を設定することができる
。これら連続計測値のうちの三軸加速度が前記高閾値よりも高く、前記低閾値よりも低い
計測値を同時に有するとき、エレベータに乗る行動特徴に符合していると判断する。
【００１８】
　一方、もし前記使用者１５０の人間の移動行動が階段を昇降するものであったとき、図
４に示すように、前記慣性計測装置１０２の角度値が周期的に上下に揺れる。これによれ
ば、もしこれら連続計測値のうちの角度値が周期的に閾値を超える場合、これら連続計測
値はエレベータ昇降の行動特徴に符合していると判断する。
【００１９】
　ステップ２０４にて、前記特徴取得装置１０４はこれら連続計測値を分割して、少なく
とも一つの人間の移動行動特徴波形を生成する。もし前記特徴取得装置１０４が、これら
連続計測値がエレベータに乗る行動特徴に符合していると判断すると、図３に示すように
、前記特徴取得装置１０４は上凹－水平線－下凹の波形を単位とするか、または下凹－水
平線－上凹の波形を単位として、これら連続計測値を少なくとも一つの人間の移動行動特
徴波形として分割する。一方、もし前記特徴取得装置１０４が、これら連続計測値がエレ
ベータ昇降の行動特徴に符合していると判断すると、図４に示すように、前記特徴取得装
置１０４はこれら連続計測値を分割して、各人間の移動行動特徴波形の両端を極大値とす
る。
【００２０】
　ステップ２０５にて、前記少なくとも一つの人間の移動行動特徴波形を離散化して、少
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なくとも一つの人間の移動行動離散数列を生成する。本発明の実施例において、前記特徴
取得装置１０４は、人間の移動行動特徴波形をサンプリングしてその人間の移動行動離散
数列を生成する全部特徴サンプリング法に基づくものであり、前記サンプリングは分割後
の連続計測値である。図５に示すように、上方が人間の移動行動特徴波形であり、下方が
前記人間の移動行動特徴波形に基づいて生成された人間の移動行動離散数列である。
【００２１】
　本発明の他の実施例において、前記特徴取得装置１０４は、人間の移動行動特徴波形の
最大値および最小値がその人間の移動行動離散数列の最大値および最小値であり、しかも
これによって前記人間の移動行動離散数列の数値を複数のセグメントに区分けする境界離
散特徴サンプリング法に基づく。続いて、これら複数のセグメントに基づいて前記人間の
移動行動特徴波形を離散化するとともに、前記離散化された人間の移動行動特徴波形数値
の変更時に、前記人間の移動行動離散数列として記録する。図６には他の人間の移動行動
特徴波形およびその人間の移動行動離散数列が示されている。図６に示すように、前記人
間の移動行動特徴波形はその最小値を１に、最大値を５に設定するとともに、これに基づ
いて五等分に区分けしている。また、図６の人間の移動行動離散数列に示すように、これ
は前記離散化された人間の移動行動特徴波形数値の変更時に初めて前記人間の移動行動離
散数列として記録されたものであるので、これには連続した同じ離散値は存在しない。
【００２２】
　本発明の他の実施例において、前記特徴取得装置１０４は、人間の移動行動特徴波形の
最大値および最小値をその人間の移動行動離散数列の最大値および最小値とする時間離散
特徴サンプリング法に基づくものであり、しかもこれにより、前記人間の移動行動離散数
列の数値を複数のセグメントに区分けしている。続いて、これらセグメントに基づいて前
記人間の移動行動特徴波形を離散化するとともに、前記離散化された人間の移動行動特徴
波形数値の変更時または固定値を一定時間維持するとき、前記人間の移動行動離散数列と
して記録する。図７にはまた他の人間の移動行動特徴波形およびその人間の移動行動離散
数列が示されている。図６のサンプリング法に類似しており、図７の人間の移動行動特徴
波形はその最小値を１に、最大値を５に設定するとともに、これに基づいて五等分に区分
けしている。また、図７の人間の移動行動離散数列に示すように、これは前記離散化され
た人間の移動行動特徴波形数値の変更時、または固定値を一定時間Ｙ維持するときに初め
て前記人間の移動行動離散数列として記録されたものである。
【００２３】
　ステップ２０６にて、前記特徴識別装置１０６は前記少なくとも一つの人間の移動行動
離散数列と参考人間の移動行動離散数列とを比較して、前記慣性計測装置が対応する人間
の移動行動を確定する。本実施例において、前記参考人間の移動行動離散数列は初期設定
されたトレーニングステップで保存されたエレベータ行動の離散数列と階段昇降行動の離
散数列である。
【００２４】
　本発明の実施例において、前記特徴識別装置１０６はサンプル比較識別法で、前記少な
くとも一つの人間の移動行動離散数列と参考人間の移動行動離散数列とを比較するもので
あって、このうち前記サンプル比較識別法は前記人間の移動行動離散数列と前記参考人間
の移動行動離散数列の各点の差値を合算するとともに、これに基づいて前記人間の移動行
動を確定する。前記サンプル比較識別法は下記式で表すことができる。
【数１】

【００２５】
式中、Ｅｒｒ（Ｔ，Ｃ）は前記人間の移動行動離散数列と前記参考人間の移動行動離散数
列の各点の差値の合算であり、Ｃ［ｉ］は前記人間の移動行動離散数列であり、Ｔ［ｉ］
は前記参考人間の移動行動離散数列であって、そしてｋは前記人間の移動行動離散数列お
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よび前記参考人間の移動行動離散数列の長さである。
【００２６】
　本発明の実施例において、もし前記人間の移動行動離散数列と前記参考人間の移動行動
離散数列との長さが異なる、または互いに大まかなずれが見られる場合には、まず前記人
間の移動行動離散数列を移動させて前記参考人間の移動行動離散数列に揃えるとともに、
内挿法で前記人間の移動行動離散数列を補間して前記参考人間の移動行動離散数列の長さ
と一致させる。続いて、前記特徴識別装置１０６が、異なる参考人間の移動行動離散数列
で計算されたＥｒｒ（Ｔ，Ｃ）を比較するとともに、最小値に対応する人間の移動行動を
、前記使用者１５０が対応する人間の移動行動として選択する。
【００２７】
　本発明の他の実施例において、前記特徴識別装置１０６は最長同一サブシーケンス識別
法で、前記少なくとも一つの人間の移動行動離散数列と参考人間の移動行動離散数列とを
比較するものであり、このうち前記最長同一サブシーケンス識別法は、前記人間の移動行
動離散数列と前記参考人間の移動行動離散数列の最長同一サブシーケンスが占める比率に
基づいて、前記人間の移動行動を確定するものである。前記最長同一サブシーケンス識別
法は下記式で表すことができる。
【数２】

【００２８】
式中、Ｃ'は前記人間の移動行動離散数列であり、Ｔ'は前記参考人間の移動行動離散数列
であり、そしてＬＣＳは最長同一サブシーケンスの演算である。例えば、もし人間の移動
行動離散数列が[５，４，３，２，１，２，３，２，１，１，１，２，３，４，５]であっ
て、一方、参考人間の移動行動離散数列が[５，４，３，２，１，１，２，３，２，１，
１，１，２，３，４]であれば、両者間の最長同一サブシーケンスは[５，４，３，２，１
，２，３，２，１，１，１，２，３，４]であり、かつ相似度Ｓ＝２×１４／（１５+１５
）＝０．９３となる。続いて、前記特徴識別装置１０６が、異なる参考人間の移動行動離
散数列で計算された相似度Ｓを比較するとともに、最大値が対応する人間の移動行動を、
前記使用者１０５が対応する人間の移動行動として選択する。
【００２９】
　本発明の他の実施例において、前記特徴識別装置１０６は最長同一サブストリング識別
法で、前記少なくとも一つの人間の移動行動離散数列と参考人間の移動行動離散数列とを
比較するものであり、このうち前記最長同一サブストリング識別法は、前記人間の移動行
動離散数列と前記参考人間の移動行動離散数列の最長同一サブストリングの長さに基づい
て、前記人間の移動行動を確定するものである。前記最長同一サブストリング識別法は下
記式で表すことができる。
【数３】

【００３０】
式中、Ｃ''は前記人間の移動行動離散数列であり、Ｔ''は前記参考人間の移動行動離散数
列であり、そしてＬＣＳは最長同一サブストリングの演算である。例えば、もし人間の移
動行動離散数列が[５，４，３，２，１，２，３，２，１，１，１，２，３，４，５]であ
って、一方、参考人間の移動行動離散数列が[５，４，３，２，１，１，２，３，２，１
，１，１，２，３，４]であれば、両者間の最長同一サブストリングは「２，３，２，１
，１，１，２，３，４」であり、かつ相似度Ｓ＝２×９／（１５＋１５）＝０．６となる
。続いて、前記特徴識別装置１０６が、異なる参考人間の移動行動離散数列で計算された
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相似度Ｓを比較するとともに、最大値が対応する人間の移動行動を、前記使用者１０５が
対応する人間の移動行動として選択する。
【００３１】
　本発明の技術内容および技術的特徴はすでに上記したとおりであるが、当業者であれば
本発明の教示および開示に基づき、本発明の精神に違わない各種の置換および修飾を行う
ことができる。したがって、本発明の保護範囲は実施例に開示されているものに限定され
ずに、本発明に違わない各種の置換および修飾を含むべきであるとともに、別紙の特許請
求の範囲に含まれるものである。
【符号の説明】
【００３２】
　１００　人間の移動行動の識別システム
　１０２　慣性計測装置
　１０４　特徴取得装置
　１０６　特徴識別装置
　１５０　使用者
　１６０　携帯型機器
　１７０　無線ネットワーク装置
　２０１～２０６　ステップ

【図１】 【図２】
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